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第 7 章 国際交流の再開 
 
 
第 1 節 交流協定の締結 
 
（1）国際交流委員会の設置 
 

 大学と海外との交流は 1945（昭和 20）年の敗戦によって断たれたが、1950

年にフランスのニースで開かれる大学教授講師国際協会から九州大学へ招請

があったことから、同年 2 月 7 日の評議会で、外国との文化交流を進めるに

あたって、他の大学と互いに連絡をとって便宜をはかることを目的として、

渉外連絡委員会が設置された。 

 昭和 30 年代に入ると、九州大学における海外への学術調査は個人的には

かなり行われるようになっていたが、大学全体としてはほとんど実施されて

おらず、海外への学術調査を全学的に推進する組織の設置が望まれるように

なった。このため 1960 年 6 月 14 日の評議会において、九州大学における海

外学術調査に関する諸方策を審議し、その推進をはかることを目的として海

外学術調査委員会が設置され（資料編Ⅱ－583、pp.915-916）、1970 年 5 月

には、海外学術調査委員会と渉外連絡委員会を統合して海外学術交流委員会

が設置された（資料編Ⅱ－584、pp.916-917）。 

 その後、九州大学の海外との学術交流はますますさかんになり、1979 年 4

月には、庶務部に国際交流に関する事務を総括する国際主幹が置かれ、翌

1980 年 6 月には、海外学術交流委員会が外国人留学生指導委員会とともに

廃止されて、新たに国際交流委員会が設置された。同委員会には第一専門委

員会と第二専門委員会が置かれ、第一専門委員会は学術の交際交流に関する

事項を、第二専門委員会は学生の海外留学および外国人留学生に関する事項
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を審議することになった（資料編Ⅱ－585、pp.917-919）。1989（平成元）年

5 月には、庶務部の国際主幹が廃止され、国際交流課が置かれた。 

 
（2）交流協定の締結開始 
 
交流協定の締結 

 1970（昭和 45）年、外務省情報文化局を通じて、韓国の釜山大学校との

学術交流協定の締結について九州大学に照会があった。これは釜山大学校か

らの申し出によるもので、釜山大学校は、九州大学との間に教官や学生を交

流するほか共同研究、学術資料の交換などを行い、日韓両国間の相互理解と

親善をはかりたいとしていた。しかし九州大学では、具体的な交流を行うに

は経費等の問題があり、また韓国と朝鮮民主主義人民共和国との関係から慎

重を期すべきだという意見が出され、各部局の教授会の検討を経たのち、

1970 年 4 月 21 日の評議会において、交流協定は結ばず、資料交換を中心と

して関係部局ごとに学術交流を行うことを決定した。 

 その後、1980 年代に入ると、大学の国際交流は盛んになり、世界の各大学

との間で交流協定が結ばれるようになった。九州大学では、1981 年に神田慶

也学長がフランスのボルドー第一・第二・第三大学を訪れ、2 月 4 日に交流

協定を締結した。この交流協定は、各大学の学術的・教育的諸交流に便宜を

与え、その強化をはかることを目的するもので、各大学は関連する諸専門分

野において研究・教育上の計画を共同で策定し、その実現に努めるというも

のであった。そして、この目標を達成するため、教育および研究のための資

料の交換、夏期講座・セミナー・学会等の開催、教官・研究者および技術者

のこれら計画への参加、諸条件の許す範囲内における学生の相互受け入れと

便宜付与、諸条件の許す範囲内における教官・研究者および技術者の相互受

け入れと便宜付与を行うとしていた（資料編Ⅱ－586、pp.920-922）。 

 その後、九州大学は表 10-2 のように 1994（平成 6）年度までに世界の 25
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大学と大学間交流協定を締結している。 

また、九州大学の各部局においても、1982 年に工学部と大学院総合理工学

研究科が中国の西安冶金建築学院と交流協定を締結して以降、1994 年度まで

に表 10-3 に示した 49 大学との間で部局間交流協定を締結している。 
 

表 10-2 大学間交流協定一覧（～1994 年度） 
締結年月日 大 学 名 所 在 地 

1981 年 2 月 4 日 ボルドー第一、第二、第三大

学 
フランス共和国 ボルドー

市 

1983 年 11 月 7 日 アラバマ大学（バーミンガ

ム） 
アメリカ合衆国 アラバマ

州バーミンガム市 

1983 年 12 月 20 日 グアダラハラ自治大学 メキシコ合衆国 グアダラ

ハラ市 

1984 年 1 月 25 日 ルーヴァン・カトリック大学 ベルギー王国 ルーヴァ

ン・ラ・ヌープ市 

1984 年 1 月 25 日 ルートヴィヒ・マクシミリア

ン大学 
ドイツ連邦共和国 ミュン

ヘン市 

1984 年 2 月 14 日 ルーヴァン・カトリック大学 ベルギー王国 ルーヴァン

市 

1984 年 11 月 12 日 中山大学 中華人民共和国 広東省 

広州市 

1985 年 6 月 25 日 華南理工大学（旧華南工学

院） 
中華人民共和国 広東省 

広州市 

1985 年 6 月 25 日 華南農業大学 中華人民共和国 広東省 

広州市 
1985 年 12 月 25 日 北京大学 中華人民共和国 北京市 
1986 年 9 月 15 日 釜山大学校 大韓民国 釜山直轄市 

1986 年 10 月 4 日 吉林大学 中華人民共和国 吉林省 

長春市 

1986 年 11 月 27 日 新疆師範大学 中華人民共和国 新疆ウイ

グル自治区 ウルムチ市 
1986 年 12 月 22 日 北京師範大学 中華人民共和国 北京市 

1988 年 9 月 1 日 ハノーバー獣医科大学 ドイツ連邦共和国 ハノー

バー市 

1989 年 2 月 20 日 ハノーバー大学 ドイツ連邦共和国 ハノー

バー市 
1989 年 11 月 27 日 清華大学 中華人民共和国 北京市 
1991 年 10 月 15 日 忠南大学校 大韓民国 大田直轄市 

1992 年 7 月 17 日 ハワイ大学 アメリカ合衆国 ハワイ州

ホノルル市 
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1992 年 11 月 4 日 マンチェスター大学 連合王国 マンチェスター

市 

1993 年 3 月 25 日 カリフォルニア大学バーク

レー校 
アメリカ合衆国 カリフォ

ルニア州バークレー市 
1993 年 11 月 9 日 バーミンガム大学 連合王国 バーミンガム市 

1993 年 12 月 15 日 クイーンズランド大学 オーストラリア ブリスベ

ーン市 
1994 年 1 月 6 日 グラスゴー大学 連合王国 グラスゴー市 
1994 年 5 月 30 日 チェラロンコン大学 タイ王国 バンコク市 
出典：『九州大学 教育と研究』Ⅱ、p.226。 

表 10-3 部局間交流協定一覧（～1994 年度） 
締結年月日 大 学 名 所 在 地 締結部局 

1982 年 7 月 16 日 西安冶金建築学院 中華人民共和国 

陜西省 西安市 
工学部、大学院総

合理工学研究科 

1983 年 6 月 14 日 パウリスタ総合大

学 

ブラジル連邦共

和国 サンパウ

ロ市 
農学部 

1984 年 3 月 8 日 
協和医科大学（旧

中国首都医科大

学） 

中華人民共和国 

北京市 
医学部 

1984 年 4 月 30 日 ハーネマン大学医

学部 

アメリカ合衆国 

ペンシルバニア

州 フィラデル

フィア市 

医学部 

1984 年 6 月 27 日 オンタリオ教育研

究所 
カナダ トロン

ト市 教育学部 

1984 年 12 月 11 日 江西医学院 中華人民共和国 

江西省 南昌市 医学部 

1984 年 12 月 24 日 中国医科大学 中華人民共和国 

遼寧省 瀋陽市 医学部 

1985 年 2 月 5 日 中山医科大学（旧

中山医学院） 
中華人民共和国 

広東省 広州市 
医学部 

1985 年 5 月 17 日 北京商学院 中華人民共和国 

北京市 経済学部 

1985 年 6 月 19 日 中華人民大学経済

学部 
中華人民共和国 

北京市 経済学部 

1985 年 10 月 11 日 中国薬科大学（旧

南京薬学院） 
中華人民共和国 

江蘇省 南京市 薬学部 

1985 年 12 月 11 日 山東鉱業学院 中華人民共和国 

山東省 泰安市 
理学部、機能物質

科学研究所 

1986 年 3 月 24 日 マッギル大学工学

部 
カナダ モント

リオール市 
工学部、大学院総

合理工学研究科 
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1986 年 4 月 15 日 曁南大学文学部 中華人民共和国 

広東省 広州市 文学部 

1986 年 6 月 8 日 上海第二医科大学

口腔医学系 
中華人民共和国 

上海市 歯学部 

1986 年 11 月 10 日 白求恩医科大学 中華人民共和国 

吉林省 長春市 医学部 

1987 年 5 月 21 日 
マサチューセッツ

大学工学部および

自然科学部 

アメリカ合衆国 

マサチューセッ

ツ州 アムハー

スト市 

工学部、大学院総

合理工学研究科 

1987 年 6 月 10 日 江原大学校農科大

学および林科大学 

大韓民国 春川

市 農学部 

1987 年 7 月 1 日 大連理工大学（旧

大連工学院） 
中華人民共和国 

遼寧省 大連市 

理学部、工学部、

大学院総合理工学

研究科 

1987 年 7 月 15 日 ソウル大学校農科

大学 
大韓民国 ソウ

ル市 農学部 

1987 年 11 月 11 日 江西医学院口腔医

学系 
中華人民共和国 

江西省 南昌市 歯学部 

1988 年 10 月 10 日 華東師範大学教育

科学学院 
中華人民共和国 

上海市 教育学部 

1989 年 1 月 12 日 原子力工業省西南

物理研究所 
中華人民共和国 

四川省 楽山市 応用力学研究所 

1990 年 4 月 23 日 インドネシア大学

歯学部 

インドネシア共

和国 ジャカル

タ市 
歯学部 

1990 年 12 月 4 日 韓国科学技術院 大韓民国 大田

直轄市 
工学部、大学院総

合理工学研究科 

1991 年 1 月 2 日 

ヨハン ボルフガ

ング ゲーテ・フ

ランクフルト大学

経済学部 

ドイツ連邦共和

国 フランクフ

ルト市 
経済学部 

1991 年 1 月 9 日 北京語言学院（北

京語言文化大学） 
中華人民共和国 

北京市 言語文化部 

1991 年 1 月 15 日 カリフォルニア大

学 

アメリカ合衆国 

カリフォルニア

州 
経済学部 

1991 年 5 月 23 日 L. エトボシ大学

理学部 
ハ ン ガ リ ー 国 

ブタペスト市 理学部 

1991 年 6 月 7 日 インドネシア大学

理学部 

インドネシア共

和国 ジャカル

タ市 
理学部 

1991 年 11 月 21 日 浙江大学 中華人民共和国 

浙江省 杭州市 
工学部、大学院総

合理工学研究科 
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1992 年 7 月 21 日 哈爾濱医科大学 
中華人民共和国 

黒龍江省 ハル

ピン市 

生体防御医学研究

所 

1992 年 10 月 29 日 慶尚大学校病院 大韓民国 晋州

市 医学部附属病院 

1993 年 2 月 18 日 長春地質学院 中華人民共和国 

吉林省 長春市 理学部 

1993 年 2 月 22 日 浦項工科大学 大韓民国 浦項

市 

総合理工学研究

所、工学部、理学

部、応用力学研究

所、機能物質科学

研究所 

1993 年 5 月 25 日 ルンド大学工学部 スウェーデン王

国 ルンド市 
工学部、総合理工

学研究科 

1993 年 6 月 21 日 
ニューカッスルア

ポンタイン大学農

業生物科学学部 

連合王国 ニュ

ーカッスル市 農学部 

1993 年 6 月 23 日 
ケンタッキー大学 

応用エネルギー研

究センター 

アメリカ合衆国 

ケンタッキー州 

レキシントン市 

機能物質科学研究

所 

1993 年 7 月 1 日 
南カリフォルニア

大学 応用数理研

究センター 

アメリカ合衆国 

カリフォルニア

州 ロスアンゼ

ルス市 

応用力学研究所 

1993 年 9 月 15 日 韓国海洋研究所 大韓民国 安山

市 応用力学研究所 

1993 年 10 月 21 日 浙江農業大学 中華人民共和国 

浙江省 杭州市 農学部 

1993 年 11 月 4 日 雲南農業大学 中華人民共和国 

雲南省 昆明市 
農学部 

1993 年 11 月 5 日 カントー大学農学

部 

ヴィエトナム社

会 主 義 共 和 国 

カントー市 
農学部 

1993 年 11 月 5 日 ハノイ農業大学 
ヴィエトナム社

会 主 義 共 和 国 

ハノイ市 
農学部 

1993 年 11 月 5 日 中南林学院 中華人民共和国 

湖南省 株洲市 農学部 

1994 年 4 月 6 日 ヴァージニア工科

大学 

アメリカ合衆国 

ヴァージニア州 

ブラックスバー

グ市 

工学部、総合理工

学研究科 

1994 年 4 月 20 日 マレーシア農業大

学 

マレーシア ク

アラルンプール

市 
農学部 
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国際交流基金の創設 

 1980 年代に入ると、外国での調査研究や外国人研究者の来訪、さらに海外

における共同研究等、大学の国際交流が活発化し、1983（昭和 58）年度に

在外研究のため渡航した九州大学の教官は 671 人、外国から九州大学に迎え

た研究者は 555 人に達した。しかし、文部省の在外研究員制度で海外へ派遣

される九州大学の教官は、年間 20 人から 30 人程度しかなく、このほか各種

の学術奨励金等による渡航もあったが、1983 年度に海外に出かけた九州大学

の教官のうち、半分以上の 366 人は自費による渡航であった。また、外国の

研究者の招待についても、受け入れのための資金不足が大きな問題となって

いた。 

 こうしたことから、1986 年に創立 75 周年を迎える工学部は、1982 年か

ら学部独自の国際学術交流資金をつくるため総額 5 億円を目標に募金活動を

実施し、1984 年に創立 60 周年を迎えた法学部と経済学部の両学部も、創立

記念事業として国際学術交流基金をつくるため総額 3 億円の募金を開始し

た。これらの基金は、いずれも若手教官を中心とする研究者を外国に派遣す

る費用として使われるほか、外国人研究者の招聘、国際会議などに活用され

ることになっていた。 

 また、九州大学全体としても、国際交流基金の設置について田中健藏学長

より諮問があり、1984 年 5 月 7 日の国際交流委員会第一専門委員会におい

て、基金に関する小委員会を設けて基金の募集方法等を検討していくことに

なった。しかし、すでに基金を有していたり、募金を実施していた工学部や

法学部・経済学部との調整がつかず、1986 年 2 月 14 日の第一専門委員会で、

10 年後の創立 85 周年を目途に国際交流基金を募ることが了承され、3 月 18

1994 年 4 月 20 日 西南農業大学 中華人民共和国 

四川省 重慶市 
農学部 

1994 年 12 月 23 日 順天大学校農科大

学 
大韓民国 順天

市 農学部 

出典：『九州大学 教育と研究』Ⅱ、pp.226-228。 
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日の国際交流委員会において、九州大学における国際交流のための基金につ

いて学部長レベルの小委員会を設置して検討することになった。 

 
 
第 2 節 学術交流 
 
（1）文部省在外研究員 
 

 1875（明治 8）年以来実施されてきた文部省在外研究員制度は太平洋戦争

が始まった 1941（昭和 16）年に中断され、戦後も政治的・経済的理由によ

ってすぐには再開されなかったが、1950 年からわずかに再開されはじめ、

1951 年には国費による戦後はじめての在外研究員が派遣された。 

 文部省在外研究員は、国立大学等の教官がその専攻する学問分野について

調査研究を行うため、国費によって外国の大学・研究所等に派遣されるもの

であり、長期在外研究員と短期在外研究員の 2 種類がある。このうち長期在

外研究員は、原則として 10 か月以上 1 年以内の期間派遣されるもので、派

遣の条件は派遣される年度の 4 月 1 日において国立大学に 1 年以上在籍する

50 歳以下の者となっており、外国の政府もしくはこれに準ずる公共的機関等

から滞在費の全額の支給を受ける乙種研究員とこれ以外の甲種研究員の 2 種

類に分かれている。一方、短期在外研究員は、原則として 6 か月未満の期間

派遣されるもので、年齢は 55 歳以下の者となっている。 

 また、1984 年度からはこれに加えて若手教官の派遣機会の拡大をはかるこ

とを目的として、新たに若手研究員の別枠推薦が行われるようになった。こ

れは、原則として長期（甲種）研究員として扱われ、出国時の年齢が 35 歳

以下の者というのが条件になっている。 

 九州大学の文部省在外研究員は、長期・短期合わせて毎年 20 人から 30 人

程度派遣されており、1985 年度までの累計は、長期甲が 153 人、長期乙が
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193 人、短期が 143 人であった。目的地別では、アメリカ・イギリス・フラ

ンス・西ドイツ等の欧米が中心となっている。 

 留学以外の調査や研究、学会出張等のため海外に出かける教官ははるかに

多く、1979 年度に海外に出かけた九州大学の教官は、海外出張 132 件、海

外研修 193 件、休職渡航 9 件、私事渡航 180 件であり、1985 年度は、海外

出張 204 件、海外研修 321 件、休職渡航 11 件、私事渡航 190 件であった。 

 
（2）戦後の学術交流 
 
外国人研究者の受け入れ 

 外国人研究者の受け入れは、文部省によるもの、日本学術振興会による外

国人招へい研究者、国際協力事業団による外国人受託研修員、日本国際教育

協会による帰国外国人留学生等がある。 

 文部省によるものは、大学での共同研究、講演、情報交換等の国際交流事

業に参加させるため、第一線の外国人研究者を約 3～4 週間招聘する国際交

流計画事業参加のための外国人研究者、国立大学の共同機関・附属研究所に

おいて共同研究に参加させるため、3 か月以上 1 年以内の期間常勤の研究員

として外国人を雇用する外国人研究員、きわめて顕著な業績を有する外国人

を 3 か月以上 1 年以内招聘・雇用して、受け入れ大学の学部や大学院の教育・

研究指導・関係専門分野の調査研究を行わせる外国人特別招聘教授等がある。 

 日本学術振興会の外国人招へい研究者は、1960（昭和 35）年 3 月に外国

人流動研究員制度として始められ、1964 年 10 月には外国人奨励研究員制度

が発足した。その後、外国人流動研究員は外国人招へい研究員に、外国人奨

励研究員は外国人共同研究員に改められ、1975 年には外国人招へい研究員と

外国人共同研究員が統合されて外国人招へい研究者となり、14 日から 120

日の期間で特別講演を実施する短期と、6 か月から 10 か月あるいは 6 か月か

ら 12 か月の期間で共同研究等を行う長期の 2 種類となった。外国人招へい
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研究者による九州大学への外国人研究者の受け入れは、1979 年が長期 2 人、

短期 9 人の合計 11 人、1985 年が長期 2 人、短期 7 人の合計 9 人であった。 

 1970 年度からは、ユネスコと日本海外技術協力事業団の共催による地熱エ

ネルギー集団研修コースが九州大学で開かれるようになった。1968 年 7 月、

パリにおけるユネスコの地熱技術者養成に関する会議で、研修コースの設定

の候補地として、イタリアのピサの地熱研究センター、日本の大学、メキシ

コの大学、ニュージーランドの大学の 4 つが挙げられた。日本の大学につい

ては、東京大学とするか九州大学とするかで競争があったが、九州大学は

1963 年から地熱研究グループを結成して、九州電力の大岳地熱発電所建設に

指導的役割を果たしており、実習施設としての大岳地熱発電所や地熱開発セ

ンターの前身である九重地熱資源開発実験所も整い、宿泊施設としての九大

山の家や九重共同研修所も近くにあるということから、1969 年に九州大学へ

の設置が正式に決定した。第 1 回の地熱エネルギー集団研修コースは、同年

7 月 20 日から 9 月 17 日まで開かれ、インドネシア・フィリピン・メキシコ・

チリなど 13 か国から 18 人が参加した。この地熱エネルギー集団研修コース

は、その後毎年実施され、1985 年までに 16 回を数え、220 人が研修に参加

した。 

 1974 年度からは、日本政府が 1962 年に発展途上国に対し技術協力を実施

する機関として設立した日本海外技術協力事業団（1974 年に国際協力事業団

と改称）が行ってきたコロンボ計画、国連開発計画、発展途上国政府の要請

などによる研修生の受け入れ事業を発展させた「外国人受託研修員制度」が

実施されることになり、九州大学ではこれをうけて、1974 年 6 月に「九州

大学外国人受託研修員受入要領」を制定して、受け入れ体制を整えた。 

 1976 年度からは、国費外国人留学生制度によってアジア・中東・アフリカ

等の発展途上国から日本に留学して帰国した帰国留学生に対し、日本の大学

で 90 日以内の短期の研究の機会を与えることを目的として、日本国際教育

協会の帰国外国人留学生短期研究制度が実施されるようになった。 
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 こうした地熱エネルギー集団研修コース、ユネスコ微生物学国際大学院研

修講座研修生、外国人受託研修員、帰国外国人留学生による九州大学の受け

入れは、1974 年度が 19 人、1979 年度が 21 人、1985 年度が 16 人であった。 

 このほか、外国人研究者の受け入れは、国際交流基金その他によっても実

施され、1980 年に九州大学がなんらかのかたちで受け入れた外国人研究者は

250 人、1983 年には 555 人となった。 

 こうした外国人研究者の受け入れのため、1967 年には九州大学において教

育・研究に従事する外国人の宿泊施設として九州大学外国人研究員等宿泊施

設が医学部構内に建設された。同施設は 5 階建 1003m2、単身室 12 部屋・夫

婦室 3 部屋・家族室 2 部屋の 17 部屋からなった。 

 その後も学術交流は進み、1991（平成 3）年度には九州大学の外国人研究

者等受入れ数（視察等による受入れは除く）は 1000 人を越えた。このよう

な受入れの急増のなかで、外国人研究者の宿泊施設は竪粕地区の 17 部屋の

みでは不足するようになった。そのため、1992 年度概算要求において、外国

人研究者の宿泊施設としての国際交流会館を香椎浜の留学生会館隣接地に新

営する事業を盛り込んだところ、研究者と留学生の混住方式による新営が認

められた（『事務局長引継事項（庶務部関係）平成 4 年 4 月』、九州大学大学

文書館所蔵）。1993 年 9 月には、国際交流会館（インターナショナルレジデ

ンス）鉄筋コンクリート 8 階建・同 3 階建 2405m2が竣工した。インターナ

ショナルレジデンスは単身夫婦棟 1 棟と家族棟 1 棟からなり、留学生用に単

身 30 室・夫婦 9 室・家族 4 室の計 43 室、研究者用に単身 18 室・夫婦 7 室・

家族 2 室の計 27 室が設けられた。 

 

名誉博士 

 1964（昭和 39）年 3 月 24 日の評議会において「九州大学名誉博士授与規

則」が制定された。これは、学術文化の発展上多大の業績をあげた外国人で、

国際文化交流を通じて九州大学の教育研究上顕著な功績があった者または九
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州大学に勤務した外国人教師でとくに顕著な功績があった者に対し、評議会

の議を経て名誉博士の称号を授与するというものである。 

 この名誉博士の称号は、1965 年 3 月 19 日、アメリカ合衆国ウィスコンシ

ン大学の名誉教授ハンス・H・リーズ（Hans H. Reese）博士にはじめて授

与された。リーズ博士は精神神経病学の世界的な権威で、ドイツのキール大

学を卒業後、ハンブルク大学で病理学・精神病学などを修めて多くのすぐれ

た研究を発表し、なかでも多発性硬化症、神経筋疾患に関する業績は高く評

価されている。1959 年 4 月から 3 か月間、医学部の客員教授として滞在し、

福岡地方における多発性硬化症の疫学研究を指導するかたわら神経学の講義

や特別講演を行い、神経病患者の診療を指導し、九州大学医学部における神

経病学の発展に大きく貢献した。このことが、日本最初の独立した神経学研

究施設として、九州大学に脳神経病研究施設が開設される大きな背景となっ

た。 

 1966 年 10 月 25 日にはパリ大学古文書学校名誉教授ジュオン・デ・ロン

グレ（Frederic Jouon des Longrais）に名誉博士の称号が授与された。ロン

グレは、世界的な法制史家で、戦時中 7 か年にわたって日仏会館長を勤め、

1952 年 4 月 12 日には日本学士院の客員に選定された。とくに法学部におけ

るフランス法・フランス法史の面で九州大学との交流に貢献し、文学部その

他における交流にも貢献した。この年、文部省の「文化協定締結国からの学

者招致計画」により九州大学総長の招待に応じて来学したのを機に名誉博士

の称号が授与されたものである。 

 1978 年 9 月 25 日には、駐日タイ王国特命全権大使のパヨン・シュティク

ルに名誉博士の称号が授与された。パヨンは、1941 年に九州帝国大学法文学

部に入学し、経済政策と国際政治学を専攻して、1944 年に法文学部経済科を

卒業した。終戦後タイに帰国して外務省に入り、駐韓国大使を経て 1977 年 4

月、駐日大使に就任した。1978 年 4 月、福岡ユネスコ協会、九州・山口経

済連合会の招きにより福岡市で講演会を開催し、九州大学を表敬訪問して、
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九州大学とタイの大学・研究所との学術・文化の交流に協力を表明した。そ

の後、同年秋に名誉領事任命のため福岡市を訪れたのを機に名誉博士号が授

与されたものである。 

 

外国人教員の採用 

 九州大学の外国人教師は、戦前の九州帝国大学時代には 1923（大正 12）

年から農学部で独逸農業発達史の講義を担当し、法文学部創設後は英・独・

仏の語学および文学の講師として授業を担当していた。戦後は、文学部が

1959（昭和 34）年から、教養部が 1965 年から語学の教師として外国人教師

を採用するようになった。 

 1982 年 9 月 1 日、政府は大学等における教育および研究の推進をはかる

とともに、学術の国際交流の推進に資することを目的として、「国立又は公立

の大学における外国人教員の任用等に関する特別措置法」（法律第 89 号）を

制定し、国公立大学において外国人を教授等に任用することができるように

した。この法律が制定されるまでは、国公立大学の外国人教員は 1 年ごとに

契約を更新しなければならず、助教授・教授への道も閉ざされていた。九州

大学は、翌 1983 年 11 月 15 日、この法律にもとづいて「九州大学外国人教

員の任期に関する規則」を制定して、外国人教員の任期は 3 年とし（第 2 条

第 1 項）、第 3 条において「特段の理由がある場合には、前条第一項の規定

にかかわらず、評議会の議にもとづき、学長が、個別に任期を定め、又は定

めないものとする」とした。 

 同年 9 月、教養部教授会は、1974 年から教養部の外国人教師として独語

会話を担当していたヴォルフガング・ミヒェル（Wolfgang Michel）を助教

授候補者に選定し、12 月 13 日の評議会に、「九州大学外国人教員の任期に関

する規則」第 3 条の規定にもとづき任期を定めないで採用することについて

審議を願い出た。ミヒェルは教養部で 10 年にわたって外国人教師としての

経験を有しており、教養部はその任用にあたって、日本人教員と同様、任期
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を定めずに任用することが適当との結論に達したのであった。評議会は審議

の結果、任期を定めないことを承認し、1984 年 3 月 16 日にはじめて任期な

しの外国人教員が発令された。1982 年に国公立大学外国人教員任用法が成立

して以後、同法によって任用された外国人教員は当時全国で 16 人いたが、

すべて 2 年から 8 年の任期が定められており、任期を定めない任用は全国で

もはじめてのことであった。 

 
 
第 3 節 学生の海外留学と外国人留学生 
 
（1）学生の海外留学 
 

 学生の海外留学は、1950（昭和 25）年から、アメリカのガリオア資金を

はじめ、イギリス・フランス等の政府による奨学金による海外留学が行われ

るようになり、1959 年度に外国の政府・団体等の公費によって留学した者は

266 人、私費で留学した者は 105 人となっていた。その後の日本の経済復興

および国際交流のなかで私費留学が急増し、1967 年度の公費留学生が 251

人であったのに対し、同年 1 月から 12 月までの間に留学の旅券で出国した

者は 2521 人となっており、私費留学が公費留学の約 10 倍にのぼっていた。 

 こうしたなかで、1968 年度には日本政府も、アジア地域の研究者を養成す

るため、国費によってアジア諸国等の大学に留学生を派遣するアジア諸国等

派遣留学生制度を創設し、1972 年度には、日本の大学と外国の大学との間で

協定し、それにもとづいて相互に留学生を交流する、学生国際交流制度を創

設した。これは、日本の学生が広く諸外国の学生と勉学する機会を拡大する

とともに、大学間の国際交流の促進をはかることを目的として実施されたも

ので、大学の第 3 年以上もしくは大学院の修士課程に在学している者を対象

として、日本政府から奨学金と留学先までの往復旅費が支給された。 
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 また、1972 年 3 月には「学校教育法施行規則」および「大学設置基準」

が改正され、それまで大学在学中の者が外国の大学に留学する場合は休学扱

いとなっていたのが、1972 年度からは休学扱いとせず在学年数に加算される

ことになり、留学先の大学で修得した単位を、学部学生にあっては 30 単位

まで、大学院生にあっては修士課程 10 単位、博士課程（ただし、5 年課程）

20 単位までを、その在籍大学の単位数として算入できるようになった。 

 
（2）外国人留学生の増加 
 
外国人留学生の受け入れ 

 日本が受け入れている留学生は、国費留学生と私費留学生に大別され、文

部省の奨学金を給与される留学生を国費留学生、その他を総称して私費留学

生と称しているが、私費留学生には、タイ・中国・マレーシア・インドネシ

ア等の外国政府の経費負担による外国政府派遣留学生が含まれている。 

 国費外国人留学生制度は、戦前の交換留学生制度に代わるものとして 1954

（昭和 29）年に創設された。学部留学生と研究留学生があり、学部留学生は、

主として東南アジアや中南米等の発展途上国の高等学校卒業程度の者を正規

の学生として大学に受け入れるもので、期間は 1 年間の日本語教育期間を含

めて 5 年間（医・歯学専攻は 7 年間）となっている。研究留学生は、各国の

大学卒業以上の者を対象として、大学の学部または大学院・研究所に受け入

れるもので、期間は 1 年間の日本語教育期間を含めて 2 年間以内となってい

る。 

 1979 年度からは国費留学生制度による日本語・日本文化研修留学生の受け

入れが始められた。日本語・日本文化研修留学生は、主として外国の大学の

学部在籍者で、日本語・日本文化を履修中の者を対象とし、1 学年間日本の

大学等で日本語能力および日本事情・日本文化の理解を向上させるための教

育を受けるものである。 
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 1982 年に日本が受け入れた外国人留学生の総数は 8116 名で、そのうち国

費が 1777 名、私費が 6339 名となっており、私費が約 8 割を占めていた。

文部大臣の私的諮問機関である「二十一世紀への留学生政策懇談会」は、1983

年 8 月末に「二十一世紀への留学生政策に関する提言」を総理大臣と文部大

臣に提出し、留学生受け入れを国の重要施策として、文教・対外政策の中心

に位置づけ、当時約 8000 人であった留学生数を、21 世紀初頭には 10 万人

にまで広げるように提言していた。この提言を受けて、文部省の留学生問題

調査研究協力会議は、1984 年 6 月に「二十一世紀への留学生政策の展望に

ついて」と題する基本構想を発表し、留学生受け入れの拡充に対応する基本

方策として、大学等における受け入れ態勢の整備、日本語教育の充実、宿舎

の確保、民間活動等の推進、帰国留学生に対する諸方策について提言した。 

 

九州大学の留学生 

 九州大学は、1911（明治 44）年の創立以来、1945（昭和 20）年までに、

463 名の外国人留学生を受け入れ、336 名の卒業生を送り出していた。 

 戦後、1954 年に国費留学生制度が再開されると、九州大学もこの年はじめ

て農学部にタイから 1 名の外国人留学生を受け入れ、翌 1955 年には大学院

農学研究科に中華民国からの留学生を受け入れた。留学生の受け入れ再開と

ともに、留学生に関する規則が整備され、九州大学は、1955 年 2 月に、「大

学院外国人学生に関する規則」を制定して、外国人学生の大学院入学志願者

については一般の選抜試験によらないで、特別の選考によって入学を許可す

ることができるとした（資料編Ⅱ－594、p.937）。 

1992（平成 4）年時点で九州大学が受け入れている留学生は、学部留学生

と研究留学生であったが、国費留学生と私費留学生によって募集の手続きが

異なっていた。国費留学生の募集は、在外日本公館を経由して行う場合、大

学推薦による場合のほか、私費留学生からの国内募集によって行われた。私

費留学生の募集は、学部課程の場合、財団法人日本国際教育協会が実施する
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日本語能力試験 1 級お

よび私費外国人留学生

統一試験の受験等を出

願資格として、九州大

学において日本語（作

文）試験、面接試験、

健康診断精密検査から

なる学力試験等が課さ

れた。大学院課程の場

合、選抜試験は各研究

科ごとの方法で実施された（『外国人留学生の手引』九州大学、1992 年 3 月。

『外国人留学生のための九州大学案内』、1992 年 3 月）。 

 戦後の九州大学の留学生は、図 10-27 のように、1962（昭和 37）年まで

は 30 人以下であったが、翌 1963 年頃から増えはじめた。その後、1975 年

前後は約 100 人程度の状態が続いたが、1980 年頃から急増しはじめ、1983

年には 231 人となり、1986 年には 300 人を突破して 381 人となった。 

 出身国別では、当初は中華民国（台湾）、韓国、香港、インドネシア、タイ、

マレーシアのアジア諸国が中心となっていたが、昭和 40 年代からはアジア、

アフリカ、ヨーロッパ、南北アメリカと全地域に広がり、1994（平成 6）年

には世界 56 か国から留学生を受け入れている。留学生がもっとも多いのは、

昭和 50 年代のはじめまでは中華民国（台湾）であったが、1984（昭和 59）

年には台湾と中国が逆転した。1994（平成 6）年時点で 10 人以上受け入れ

ている国は、中国 286 人、韓国 128 人、台湾 61 人、インドネシア 37 人、

バングラディシュ 21 人、マレーシア 18 人、ブラジル 16 人、エジプト 14

人、フィリピン 12 人、タイ 11 人、アメリカ 10 人となっている。 

 受け入れ学部別の留学生の数（学部生、大学院生、その他を合わせた数）

は、昭和 30 年代は医学部が多く、1960 年には教養部 9 人、医学部 7 人、農

 
図 10-27 九州大学外国人留学生数の推移 
出典：『九州大学百年史』第 11 巻資料編Ⅳ。 

0
100
200
300
400
500
600
700
800

1954 1959 1964 1969 1974 1979 1984 1989 1994

（人）

（年）



第 7 章 国際交流の再開 

663 

学部 2 人、教育学部 1 人、工学部 1 人となっていたが、昭和 40 年代に入る

と農学部と工学部が増えはじめ、1968 年に 10 人以上の留学生を受け入れて

いた学部は、農学部 24 人、医学部 22 人、教養部 16 人、工学部 11 人となっ

た。また、昭和 50 年代末からは文学部が増え、平成に入ると工学部を中心

に大幅な伸びを示し、1994 年時点で 10 人以上受け入れている学部は、工学

部 200 人、農学部 82 人、医学部 72 人、文学部 71 人、経済学部 70 人、大

学院総合理工学研究科 47 人、留学生センター28 人、理学部 25 人、教育学

部 22 人、法学部 23 人、歯学部 21 人、大学院数理学研究科 14 人となった。 

 留学生の学部学生と大学院生の比率は、昭和 30 年代までは学部生が多か

ったが、昭和 40 年代以降、留学生総数が増加するとともに、学部留学生の

比率は減り続け、1994 年には、学部生 87 人、大学院生 444 人、その他 171

人と、大学院生が圧倒的に多くなっている。 

 

留学生教育 

 留学生の受け入れとともに、九州大学教養部では留学生の学習効果を高め

るため、日本語および数学の授業を特別に実施し、1960（昭和 35）年には

全国にさきだって外国人留学生のための特別科目として「日本語・日本事情」

を設け、翌 1961 年には国立大学ではじめて教養部に専従の指導教官を置い

た。1962 年 2 月には、九州大学に在学する外国人留学生の教育・課外活動・

生活指導等について全学的な立場でこれを審議し、その充実をはかることを

目的として外国人留学生指導委員会が設けられた（資料編Ⅱ－595、

pp.937-939）。 

 1965 年 4 月には、「九州大学外国人留学生の履修科目および修得単位数に

関する規則」が制定され、教養部で学ぶ外国人留学生は、一般教育科目 36

単位のうち 16 単位までを、保健体育科目 4 単位のうち講義 2 単位を、それ

ぞれ日本語または日本事情の単位をもってかえることができるようになった

（資料編Ⅱ－596、p.939）。その後、1970 年の大学設置基準の改定によって、
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日本語教育はさらに充実されることになり、外国語科目についても 16 単位

のうち 1 つの外国語の科目 8 単位を日本語または日本事情にかえることがで

きるようになった。 

 1972 年度からは、国立大学に在学する国費外国人留学生に対し、学部留学

生については大学進学後最初の 2 年間、研究留学生については渡日後最初の

1 年間（ただし、日本語教育を受ける者にあっては日本語教育終了後 1 年間）、

指導教官の指導の下に大学が選定したチューターにより教育・研究について

個別の課外指導を行うチューター制度が設けられた。1976 年度からは私費留

学生についても国費留学生と同等の基準でチューター制度が実施されるよう

になった。 

 
（3）留学生教育センターの設置 
 
留学生センターと留学生専門担当教官の配置 

九州大学では、留学生を受け入れた各学部に留学生担当の指導教官が置か

れ、1974（昭和 49）年度からは本部事務局に専任の事務官が置かれていた

が、1980 年度には外国人留学生センター担当教官が教官定員運用によって設

けられ、箱崎地区に留学生の相互交流ならびに日本人との交流を助成するこ

とを目的として留学生センターが設置された。留学生センターは、農学部の

資材倉庫となっていた建物を改造した鉄筋コンクリート2階建269m2の建物

で、集会室のほか相談室・談話室・図書室などがあり、専任の講師を配置し

た施設としては全国ではじめてのものであった。 

  1984 年度からは文部省によって、留学生を多数受け入れている学部・研究

科に順次専門教官を配置し、その学部・研究科における留学生の教育指導の

充実をはかることが計画され、1983 年 5 月 1 日現在の在学留学生数にもと

づき、留学生 40 人につき講師 1 人が配置されることになった。その結果、

九州大学でも農学部に留学生専門担当教官 1 人が置かれることになった。 
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留学生教育センターの設置 

 1985（昭和 60）年 4 月には、学内共同利用施設として九州大学留学生教

育センターが開設された（資料編Ⅱ－597、pp939-941）。従来外国人留学生

に対する日本語教育は、東京外国語大学、大阪外国語大学の 2 校で行われて

いたが、急増する留学生に対応することができず、新たに九州大学をはじめ

全国 7 大学に日本語教育施設を設置することが計画された。その結果、北海

道大学、筑波大学、名古屋大学に続いて、東北大学、東京大学、広島大学と

ともに設置されたものであり、文部省が発表した「二十一世紀への留学生政

策」の流れに沿った国策の一環として実施されたものであった。 

 九州大学の留学生教育センターは、九州沖縄地区の国立大学大学院に入学

する学生の日本語教育を担当するもので、毎年 4 月と 10 月に入学する留学

生を 30 名の定員で受け入れ、日本語に関してまったく白紙の状態で短期集

中教育を行い、半年間で日本語で読み、書き、話すことができるようにする

ことを目標とした（資料編Ⅱ－598、pp.941-942）。1985 年 10 月、留学生教

育センターの開講式が行われ、はじめてインド・インドネシア・フィリピン

などアジアを中心とする世界 14 か国から 26 名を受け入れた。授業は、全員

を 3 学級に編成し、教師の側も 3 つのグループに分けて教授法を統一し、各

学級が常に横の連絡を取り合いながら行われた。翌 1986 年 3 月には最初の

卒業生を送り出した。 

1985 年の留学生教育センターの設置にあたっては、センターの事務を行う

留学生教育センター掛が学生課に置かれた。1988 年 10 月には、留学生教育

センター掛が学生課から庶務部国際主幹付きになり、1989（平成元）年 5 月

には、庶務部国際主幹が国際交流課に改組され、留学生企画掛が国際交流課

に設置された。1992 年 4 月には、留学生の世話業務を一元的に行うため、

庶務部留学生課が設置され、国際交流課から留学生企画掛および留学生教育

センター掛が、学生課から留学生交流掛が留学生課にそれぞれ配置された（九

州大学自己点検・評価委員会編『九州大学 教育と研究』Ⅰ、九州大学、1993
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年、p.225）。1988（昭

和 63）年 8 月には、留

学生教育センター棟

1478m2が竣工した。 

1992（平成 4）年 4

月には留学生教育セン

ターが廃止され、留学

生センターが設置され

た。留学生センター設

置の目的は、政府の留

学生受入 10 万人計画を踏まえて留学生の教育指導体制を一貫化し、庶務部

留学生課と緊密に協力することで、留学生の受入業務を円滑に推進すること

にあった（『事務局長引継事項（庶務部関係）平成 4 年 4 月』、九州大学大学

文書館所蔵）。 

 

留学生白書 

 国立七大学学長会議の発議にもとづき、国立 7 大学による「大学の国際交

流の促進に関する調査研究」が 1981（昭和 56）年度から実施され、九州大

学は東北大学・大阪大学とともに「留学生問題」を分担することになった。

九州大学は、その一環としてはじめて「留学生問題」に関する独自のアンケ

ート調査を行い、1984 年 3 月に『九州大学留学生白書―九州大学における

留学生の現状と問題点』を発表した。アンケート調査の企画ならびに実施に

ついては、国際交流委員会第二専門委員会の議を経て、九州大学に在籍して

いる外国人留学生とその指導教官およびチューターに「大学の国際交流に関

するアンケート調査」を行い、その結果をもとに「留学生問題」の問題点と

課題を探ろうとしたものであった。 

 内容は、「Ⅰ目的と方法」「Ⅱ留学の目的―志望校の確定と情報―」「Ⅲ外国

図 10-28 留学生教育センター・国際ホール 
出典：『九大学報』No.1269（1988 年 12 月）。 
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人留学生受け入れの現状と問題点」「Ⅳ留学生の教育と指導」「Ⅴ日本語につ

いて」「Ⅵチューター制度について」「Ⅶ留学生の生活―その現状と問題点」

「Ⅷ留学生受け入れの波及効果」「Ⅸまとめにかえて」からなり、参考資料と

して、「アンケート調査における補足意見」と「大学院の国際交流に関するア

ンケート調査」が付けられている。 

 アンケートの分析を通して報告書は、留学生の教育と指導について、「一般

学生に比して、言語の障害や、教育制度の違いから来る基礎・専門能力の差

を克服するための、留学生の特性に応じたキメ細かな指導・教育が不可欠で

あり、そのための人員・予算の配分が、大きな課題となる」と指摘し、留学

生の生活については、「ある程度の生活を保証された国費留学生はまだしもの

こと、大半を占める私費留学生の研究条件は恵まれていない。より短期間で

成果を得ようとすれば、指導教官を中心とした講座・研究室の運営そのもの

にも悪影響を与える危険性を含んでいる。安心して研究にうちこめるだけの

奨学金制度の拡充が必要である」と述べ、留学生制度の充実をはかるために

は、すでに帰国した留学生との連絡を密にして、彼らからの忌憚のない意見

を聞き、その改善に努力する必要があるとしている。 

 そして最後に、「留学生受け入れの事務折衝の段階から、入学選考の段階、

入学後の学習・研究の教育・指導の段階、その成果の評価の問題、修了者に

対するアフタケアの問題、換言すれば、入学以前から卒業後まで、一貫して

面倒を見、責任をとる体制が未だ確立してないところに最大の問題があり、

そしてまた留学生の実力と目的を十分掌握しきれないままに、教育・指導が

一般日本人学生にたいすると同一基準の研究予算と方法論でもって行われて

いるところに数々の無理・矛盾が生じている」と指摘し、「解決するにはあま

りにも複雑かつ困難な問題を多く抱えているが、その一つ一つを地道に解消

していく努力が、九州大学に、より多くの、かつ、より優秀な留学生を迎え

入れることになり、そのことが一般学生や教官層への大きな刺激となり、「世

界の九州大学」として地歩を固めていくことになり、人類社会の進歩、発展
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に貢献することになろ

う」と結んでいる。 

 

 

留学生会館の建設 

 九州大学の留学生寮

としては、1959（昭和

34）年に財団法人国際

学友会によって建設さ

れ、1969 年に九州大学

が譲り受けた糟屋郡古

賀町の古賀留学生寮があった。しかし、この留学生寮は、収容定員が 13 人

しかなく、留学生の急増に伴って手狭になっていた。このため、農学部の敷

地内に鉄筋コンクリート 5 階建、収容定員 100 人の寮を建設することが計画

されたが、収容定員 100 人ではすでに在学中の留学生も収容しきれなかった

ことから計画を変更し、福岡市が香椎海岸を埋め立てて造成した香椎浜の 1

万 1000m2を他の国有地と代替で同市から譲り受け、ここに留学生寮を建設

することになった。 

 1984 年 1 月、留学生会館延べ 7620m2が竣工した。同会館は、外国人留学

生に居住の場を提供し、あわせて留学生との国際交流の促進に資する事業を

行うことを目的として建設されたもので、単身者、夫婦、家族、合わせて 200

世帯を収容できる 5 階建の宿舎と、会議室、図書室、タイプ室等を備えた 2

階建の管理共用棟からなり、全国でも最大規模の留学生会館であった。単身

者用は各室 16.5m2で 140 戸、ベッドにバス、トイレ、机、本棚が付いてお

り、各階ごとに炊事場が設けられていた。夫婦用は各室 44.4m2で 30 戸、家

族用は各室 57m2で 30 戸あり、いずれもガス湯わかし器、洗濯機、冷蔵庫か

ら応接セット、タンス、机などの家具が備え付けられている。 

 
図 10-29 留学生会館 
出典：『九大学報』No.1213（1984 年 4 月）。 
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 同年 3 月 24 日、留学生会館の開館式が行われ、4 月から利用が開始された。

この留学生会館の開館に伴い、それまでの古賀留学生寮は廃止された。留学

生会館の入居期限は当初は 2 年であったが、入寮希望者が増加したため、

1986 年 4 月からは 1 年となった。 

 

九州大学国際親善会と九州大学留学生会 

 1961（昭和 36）年 5 月、留学生の新入生を迎えた教養部は、留学生相互

の親睦をはかるため懇親会を開催した。当時、教養部にはインドネシア・中

国（台湾）などから 12 人の留学生が学んでおり、懇親会のあと留学生団体

の「九大親善会」が結成された。その後、この会を拡大して、留学生と日本

人学生・教官有志が親睦を深める団体を結成することが構想され、10 月 21

日に教養部会議室において、「留学生友の会（仮称）設立総会」が開かれ、趣

旨に賛同した学生 36 名と教官多数が出席した。これは九州大学に学ぶ外国

人留学生と日本人学生や教職員との交流親睦をはかり、国際親善に貢献する

ことを目的として設けられたもので、会の名称は「九州大学国際親善会（九

親会）」とされ、英語名を「Kyushu University International Friendship 

Association」と称することになり、会長にインドネシアの留学生ウイ・キム・

シンが選ばれた（資料編Ⅱ－608、pp.948-949）。 

 その後の「九親会」の活動は、留学生を生活・学習援助の面から大きく支

えることになり、また日本人学生は留学生から多くのことを学び、相互交流・

国際親善の実を挙げることとなった。1961 年 11 月には第 1 回親善夕食会が

催され、同年 12 月には、機関誌として『九親会報』創刊号が刊行された。

この創刊号は、二十数頁のガリ版刷りの会報であったが、のちに誌名を九親

会の英語名の頭文字をとって『KUIFA』と改め、1985 年までに 25 号が刊行

された。 

 九州大学国際親善会は教養部の外国人留学生と日本人学生・教官の有志か

らなる親睦団体であったが、九州大学で学ぶ留学生が増大し、学部学生より
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も大学院生が多くなると、1971 年には九州大学の留学生の親睦組織として九

州大学留学生会（KUFSA＝Kyushu University Foreign Students’ Associa- 

tion）が発足し、雑誌『留学生の声』が刊行されるようになった。 

 
 
第 4 節 創立 80 周年記念事業 
 
（1）創立 80 周年記念事業募金の開始 

 

 九州大学では、1991（平成 3）年の創立 80 周年が近づくなかで「創立八

十周年記念事業募金実行委員会」が設置された。1991 年 3 月 22 日の部局長

会議においては、同委員会の田代昌士委員長から、委員会の名称を「創立八

十周年記念事業募金委員会」と変更すること、「創立八十周年記念事業後援会」

を早期に発足させたいことなどについて説明が行われた（「部局長会議議事要

旨」1991 年 3 月 22 日）。その後、記念事業募金委員会は総務専門委員会、

経理専門委員会、募金専門委員会を設けて、具体的な取り組みをはじめた（「部

局長会議議事要旨」1991 年 3 月 22 日・4 月 19 日）。 

創立八十周年記念事業後援会は同年 6 月 21 日に発足した。同日、ホテル

日航福岡で発起人会と第 1 回理事会が開かれ、会長に川合辰雄九州山口経済

連合会会長（九州電力株式会社会長）が選ばれ、九州大学が計画している記

念事業を支援するため募金を行うことを決めた。募金の目標額は 20 億円と

し、1991 年 7 月から 2 年間、卒業生をはじめ各法人企業等にはたらきかけ

ていくことになった（『九大学報』No.1300、1991 年 7 月、pp.25-26）。 

 記念事業としては、①記念建物（九州大学国際研究協力プラザ）の建設（所

要額 10 億円）、②学術研究協力基金の創設（同 5 億円）、③国際学術交流基

金の創設（同 5 億円）が計画された。①は、九州大学における民間企業およ

び公共団体等との共同研究等学術研究活動を促進するとともに、諸外国との
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国際交流を深めるため、交流ホール、セミナー室、会議室、談話サロンや相

談・カウンセリング室、企業交流コーナー、国際交流コーナー、コンピュー

ター、情報分析・閲覧機器、展示パネル等を備えた施設として構想された。

建設予定地は福岡市東区香椎浜であった。②は産官学の交流ならびに学術研

究を進展させるための助成を、③は国内外の学術交流の推進と学術振興に寄

与することを、それぞれ目的とした（「部局長会議議事要旨」1991 年 7 月 15

日）。 

 1993 年 1 月 26 日の部局長会議では、募金の寄付金額が見込額も含めて目

標額の 20 億円に迫り、記念建物の建設場所等を検討する必要が生じてきた

ことから、記念事業実行委員会を設置することになった。同年 3 月 23 日の

部局長会議では、「創立八十周年記念事業実施計画委員会要項」の制定が承認

され、同委員会が設置された。この委員会は創立八十周年記念事業を実施す

るため、記念建物の建設に関すること、学術研究協力基金の創設に関するこ

と、国際学術交流基金の創設に関することについて調査審議を行った（「部局

長会議議事要旨」1993 年 1 月 26 日・3 月 23 日）。 

 

（2）創立 80 周年記念事業実施計画の変更 
 

 1993（平成 5）10 月 25 日、記念事業実施計画委員会は同実施計画を取り

まとめた。この計画では、九州大学のキャンパス移転計画が主要キャンパス

を福岡市西区元岡地区に移転する方向で進展したことを受けて、記念建物の

建設地を東区香椎浜から新キャンパス予定地に変更することが最適とされ

た。 

その理由としては、①当初予定地は、新キャンパス予定地から遠距離（直

線距離で 25km）となるため、新キャンパス移転の際には新キャンパスに建

設する場合に比して記念建物の利用面および管理運営面で著しく支障が生じ

ること、②記念建物建設候補地としては、移転計画進展以前においては当初
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予定地のほか適当な地がなかったが、現在においては新キャンパス予定地の

なかに建設候補地を求めることができ、新キャンパス全体としての諸機能の

完結性が期待できること、③記念建物建設の目的は、九州大学における民間

企業・公共団体等との共同研究等学術研究活動の促進と、諸外国との国際交

流の推進であることから、九州大学の中心となるキャンパスに設置すること

が利用を含む運営機能面および管理面で最適であること、が挙げられた。 

もっとも、記念建物の建設までにはある程度の期間を要する。そこで記念

事業実施計画では、募金の趣旨に極力沿えるよう、創立五十周年記念講堂の

改修というかたちで暫定措置を講ずることとされた。記念講堂の改修計画と

しては、①会場機能について、（1）4 階大会議室を国際集会、国内学術研究

集会、各種セミナー、レセプションパーティー会場として、4 階小会議室（2

室）を研究者懇談会、小規模セミナー、国際集会等における分科会室・準備

室等として活用する、（2）4 階会議室の照明その他備品等の改善を図る、②

内外の研究者等の談話の場としての機能について、（1）談話室（国際交流・

企業交流・卒業生交流コーナー）を設けて内外の研究者・卒業生等の談話の

場、情報交換の場としての機能をもたせる、（2）3 階ロビーをテラスと併せ

て改修し、談話室を設ける、③情報提供機能について、（1）九州大学の研究

教育の現状を紹介する資料、国内外の研究情報に係る資料、日本紹介・九州

大学紹介の各種広報誌、外国人研究者出身国等諸国の雑誌等を備え、情報提

供機能をもたせる、（2）3 階事務室をテラス側に拡張し、事務室兼情報資料

閲覧室とすることなどが示された。 

また、募金の運用については①記念建物の建設 10 億円、②学術研究協力

基金の創設 5 億円、③国際学術交流基金の創設 5 億円の割り当てが確認され

る一方で、2 つの基金については基本的に果実（運用益）で運用すること、

20 億円を超過した分については記念建物の暫定措置に要する費用に充てる

ことなどが提案された。さらに 2 つの基金の事業区分の考え方も示された。 

すなわち学術研究協力基金については、①民間企業等への学術研究情報の
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提供（情報誌の作成配布、相談窓口の設置、シンポジウムの開催等）、②記念

建物の管理運営（光熱水料・人件費等）、③九州大学の研究者等に対する研究

助成、④その他（民間企業との研究交流のための大学が企画する活動、学術

情報交換等）とした。また、国際学術交流基金については、①外国人研究者

等の招聘に対する援助（外国人学生の招聘を含む）、②九州大学教職員の海外

派遣に対する援助、③九州大学学生および外国人留学生に対する援助（九州

大学学生を海外渡航させる場合の学資金および九州大学に在学する外国人留

学生に対して奨学のため給与する学資金を含む）、④国際シンポジウム開催等

に対する援助、⑤その他必要と認めたものに対する援助（大学間交流協定そ

の他長期的視野に基づく交流のため、大学が企画する活動、学術情報交換、

懇談会を含む）、とした。そのうえで 2 つの基金の具体的運用等については

学術研究推進委員会と国際交流委員会にそれぞれ委ねることとされた。なお、

国際学術交流基金による事業の実施にあたっては、国際学術交流協定校との

交流推進について配慮するものとされている。11 月 16 日の評議会は、記念

事業実施計画委員会の同実施計画を了承した（以上「第1243回評議会記録」）。 

翌 1994 年 3 月 7 日には、学術研究推進委員会が学術研究協力基金の具体

的運用について答申を取りまとめた。この答申は、学術研究協力基金で行う

事業の具体的内容として、まず「学術情報相談室」を改修後の五十周年記念

講堂内に設置することを掲げた。学術情報相談室は、大学の研究成果等の情

報、九州大学の研究者の学術研究活動に係る情報を収集・検索可能な状態に

整理し、民間企業等社会の各方面に情報提供を行うとともに、外部からの照

会に対応できる機能ももつものであった。また、九州大学の研究者に対する

研究助成事業については、学術研究協力基金から得られる果実が充分ではな

い状況であることから、状況の好転を待って意見を具申するとした（「部局長

会議議事要旨」1994 年 7 月 26 日）。 

6 月 28 日の部局長会議では、6 月末に記念事業後援会が解散する運びとな

り、奨学寄付金として総額 22 億 2376 万 9729 円が 6 月 29 日付で寄付され
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ること、後援会の解散に合わせて記念事業募金委員会も 6 月末日をもって解

散することが報告された（「部局長会議議事要旨」1994 年 6 月 28 日）。翌 1995

年 1 月には、創立五十周年記念講堂の改修工事が完了し、2 月 18 日には、暫

定施設としての国際研究協力プラザの開設式が「大学の地域における社会的

協力・連携のための学内開放イベント」とともに開催されている（「部局長会

議議事要旨」1995 年 1 月 20 日・3 月 17 日）。 

 


